様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　 　２０２１年　６月　１７日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃえぬてぃてぃどこも
                              一般事業主の氏名又は名称 株式会社ＮＴＴドコモ
（ふりがな）いい　もとゆき
                              （法人の場合）代表者の氏名  井伊　基之   印
住所　〒１００―６１５０
東京都千代田区永田町２丁目１１番１号
法人番号　１０１０００１０６７９１２　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2018年度　決算説明会資料
2 2020年度　決算について

	公表日
	1 2019年　4月　26日
2 2021年　5月　12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページにて公表。
1 2018年度　決算説明会資料　P25
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/library/presentation/190426/presentation_fy2018_4q_note.pdf
2 2020年度　決算について P10
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/library/presentation/210512/presentation_fy2020_4q.pdf

	記載内容抜粋
	1 2018年度　決算説明会資料　P25
・お客様さまとの関係性を更に強化しつつ、一人ひとりへの最適提案をすすめていくことで、顧客基盤を強化
・中期成長に向けては、金融・決済、法人ソリューション等の分野を中心にスマートライフ領域を着実に成長
・これらの取り組みをデジタルマーケティングの推進によって加速






2 2020年度　決算について P10
イノベーションを起こし、社会に大きな変化をもたらす
・カスタマーファーストを追求しお客さまの期待を   上回る新たな価値を提供
・事業運営のデジタル化とデータ活用の推進・実行   によるCXの向上と事業構造改革の実現
・事業運営とESGを一体的に推進しサスティナブルな社会の創造に貢献

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された公開文書。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2018年度　決算説明会資料
2 2020年度　決算について

	公表日
	1 2019年　4月　26日
2 2021年　5月　12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページにて公表。
1 2018年度　決算説明会資料　P26
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/library/presentation/190426/presentation_fy2018_4q_note.pdf
2 2020年度　決算について P11
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/library/presentation/210512/presentation_fy2020_4q.pdf

	記載内容抜粋
	1 2018年度　決算説明会資料　P26
7,000万を超える会員基盤を活用し、ドコモやパートナーのサービス、ソリューションをさらに拡大していく取り組みとしてデジタルマーケティングを推進する。
具体的には、マーケティングオートメーションの整備により、商流の加速・お客様とのリレーションの強化等を　実現していく。

2 2020年度　決算について P11
お客さま視点でサービス・ネットワーク・チャネルを  再構築しCX向上と事業構造改革を実現

通信事業
・多様なお客さまニーズに対応した料金・サービス   による顧客基盤拡大
・5Gエリア早期拡大とネットワークコスト効率化の両立
・チャネルのデジタルシフトとコールセンタ・       ドコモショップのDXを加速                        （オンライン・オフライン融合CX）


スマート ライフ事業
・金融・決済領域の拡大・データドリブンでの    B2B2Xエコシステム確立

法人事業
・ビジネスdアカウント早期拡大による              中堅・中小企業のDX推進支援



	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された公開文書。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2018年8月1日に当社オフィシャルホームページにて報道発表。
・NTTグループにおけるCDOの設置について
https://www.nttdocomo.co.jp/info/news_release/2018/08/01_00.html

	記載内容抜粋
	「自らのデジタル化（デジタルトランスフォーメーション）」を通じた業務プロセスの更なる効率化や新たな　付加価値サービス提供等を推進するため、　　　　　　　CDO（Chief Digital Officer：最高デジタル責任者）を設置。
デジタル技術の革新による、既存産業の破壊と新たな　価値の創造（デジタル・ディスラプション）が進展する一方、国内においては少子高齢化や労働力人口の減少　など消費者の生活や企業活動に大きな影響を与える事象が進行しています。これらはNTTグループにとっても　　大きな課題であり、各社CDOは、5G導入や　　　　　　PSTNマイグレーション（固定電話のIP網への移行）等を含む様々な環境変化にスピーディーかつ柔軟に対応するデジタル戦略策定とその推進を担います。





　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページにて公表。
・2020年度　決算について P13～P16,P19
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/library/presentation/210512/presentation_fy2020_4q.pdf

	記載内容抜粋
	・5Gエリア早期拡大と効率化の両立（P13）
　5Gへ経営資源を集中し、速さ・広さで他社を上回る　5Gエリアを展開するとともに、
　2021年度中に、5Gコア・スタンドアローンサービスを展開し、サービスの高度化も図っていく。
　一方、4G投資の効率化および、　　　　　　　　　　3Gからのマイグレーションを一層推進し、　　　　　トータルネットワークコストを抑制する。

・販売チャネルのデジタル化推進（P14）
　社会のニーズに対応するためデジタルシフトを推進しドコモショップ・コールセンターのDX活用も　　　　加速する。
　オンライン・オフラインを融合したチャネルへと進化し、お客さまの期待を上回るカスタマーエクスペリエンスを提供する。
　デジタル化で捻出された稼働を活用し、お客さまの　ICTサポートや地域のDX推進など、お客さまへの新たな　価値の提供を実現していく。

・データ活用人材強化（P15）
　あらゆる顧客接点からのデータを活用し、事業領域を横断したデジタルマーケティングの高度化を実現するため機械学習エンジニアなどのデータ活用人材を　　2022年度までに1,000人以上に拡充する。
　データを活用してお客さまを深く理解し、お客さまとドコモやパートナーをデジタルにつなぎ、一人ひとりのニーズに適したサービスを提供する。

・金融・決済の成長・領域拡大（P16）
　成長の柱である金融・決済については、　　　　　　　dカード・d払いの日常利用を促進し、取扱高の　　　さらなる拡大をめざす。
　また、決済を起点とした顧客接点の強化と事業領域の拡大に向けて、新たな金融サービスを創出していく。

・ビジネスｄアカウントの早期拡大（P19）
　中小企業から大企業まで、企業のDX推進を支援する　ためにビジネスｄアカウントを5月13日に開始。
　ビジネスｄアカウントを共通IDとして利用して　　　いただくことでドコモやパートナー様が提供する　　さまざまなソリューションを便利に、かつ安全に　　ご利用いただくことが可能となる。　　　　　　　　リモートワーク推進や業務効率化、健康経営支援など対応ソリューションも幅広く拡充していく。








(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2020年度　決算について
② 中期経営戦略

	公表日
	1 2021年　5月　12日
2 2018年 10月  31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページにて公表。
1 2020年度　決算について P12,P15
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/library/presentation/210512/presentation_fy2020_4q.pdf
2 中期経営戦略 P19
https://www.nttdocomo.co.jp/binary/pdf/corporate/about/philosophy_vision/strategy/business_strategy.pdf

	記載内容抜粋
	戦略の達成状況に係る指標は以下の通り。
カッコ内は目標値。

(1)携帯電話契約数/５G契約数（21年度に5G 1,000万）
(2)dポイントクラブ会員数（21年度に7,800万）
(3)決済・ポイント利用可能箇所（21年度に200万箇所）
(4)金融・決済取扱高（21年度に6兆円）
(5)法人ソリューション収益（21年度に1,200億円）
(6)5Gインフラ構築等投資額（19～23年度累計1兆円）
(7)データ活用人材数（22年度に1,000名）

※(1)は「①2020年度　決算について」P12に記載
※(2)～(6)は「②2中期経営戦略」P19に記載
※(7)は「①2020年度　決算について」P15に記載












(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2021年　1月   1日
2 2021年　5月　12日

	発信方法
	当社オフィシャルホームページにて公表
1 社長からのメッセージ（2021年1月）
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/management/message/
2 2020年度　決算について
https://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/binary/pdf/library/presentation/210512/presentation_fy2020_4q.pdf

	発信内容
	1 社長からのメッセージ（2021年1月）
（デジタル技術活用に関連する発信概要）
・ドコモショップやコールセンター、オペレーション　センターなどコロナ禍においても出勤が必要となった業務については、リモート化に向けた取り組みを今後さらに加速していく。
・リモート型社会へとシフトする中で、テレワークや　遠隔学習といったモバイルソリューションの提供など　「ニューノーマル」を意識した取り組みを継続　　　していく。
・オンライン手続に特化した新たな料金プラン「ahamo」を発表した。
・dポイントクラブやd払いなどの会員基盤で保持する  データを活用し、マーケティングソリューションを  拡大していく。
・法人のお客様向けた共通ID（ビジネスdアカウント）を活用して、お客さま企業のDXを強力に支援する。
・革新的で高品質なサービスをいち早く提供できるようアジャイル開発の強化などサービス創出体制を強化  する。


②2020年度　決算について
（デジタル技術活用に関連する発信概要）
・事業活動の「デジタル化」を強力に推進し、CXの向上と事業構造改革を実現する。
・販売チャネルのデジタルシフト、および、　　　　　　　ドコモショップ・コールセンターのDX活用により創出された稼働を活用し、お客さまのICTサポートや地域のDX推進など新たな価値の提供を実現する。
・一人ひとりのニーズに適したサービスの提供に向けてデータ活用人材拡充などデジタルマーケティングの  高度化を図る。
・法人のお客様向けた共通ID（ビジネスdアカウント）の開始、および、リモートワーク推進や業務効率化などのソリューションの提供を通し、企業のDX推進を支援する。
・教育のICT化やスマホ教室を通じた高齢者へのデジタル啓蒙活動などにより、DXを活用して社会課題の解決を進めていく。








　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2018年　10月頃　～　現在


	実施内容
	・事業運営のデジタル化とデータ活用の推進・実行に　よるCX向上・事業構造改革の実現を盛り込んだ　　　事業運営方針を策定し、事業計画の予実管理等を　　通じ、必要に応じて戦略の見直しに反映できる仕組みを実現。

・NTTグループ横断でDXの推進を検討するWG（※）にて、CDO（Chief Digital Officer：最高デジタル責任者）を中心に各業務のDXを実現する施策やシステム導入について検討している。WG内の検討状況や課題については、四半期に1回経営会議の場にて経営者に向けて　　報告。経営者がDX推進に係る課題状況について　　　把握し、戦略の見直しに反映できる仕組みを実現。

※参考：DX推進に向けたNTTの取組み
https://www.bcm.co.jp/specials/2021/05/ntt-3/




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	1 2014年 12月頃　～ 現在
2 2003年　5月頃　～ 現在

	実施内容
	1 サイバーセキュリティリスクに対しては、　　　　サイバーセキュリティ統括室を統括組織とし、　　　ドコモグループ内のシステム部門、　　　　　　　クライアントアプリ主管部門からなる横断的組織　として『DOCOMO-CSIRT』を形成している。発生したサイバーセキュリティインシデントの迅速な解決のために、事象発生時のインシデント対応と社内外のコーディネーション、および、ソフトウェア脆弱性情報管理と社内教育、技術的助言、情報提供などを行っている。

2 情報管理規程を制定しており、規定に基づく監査を定期的に実施。

　<監査の目的>
　業務の遂行において情報セキュリティに関する諸法令および行政機関や業界団体の策定した　　　　　　　情報セキュリティに関する規範、社内規程・ルール　などが順守され、有効に機能しているかを検証する。　　　　　　　　違反する行為があれば厳しく対処することにより、　情報の適切な管理を実施する。

　<監査対象>
・顧客情報・社内情報管理
社員および業務委託先社員
・システムセキュリティ
社内で利用するシステム
（サーバ、ネットワーク、Webコンテンツ、     　クライアントアプリ）

　<監査実施タイミング>
・顧客情報・社内情報管理
組織単位での自治検査（3か月に1回）、        監査部による内部監査（年に1回）
・システムセキュリティ
システム構築・導入前診断、                 導入後定期診断（年に1回）





（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

